
Ⅰ．はじめに

　２０１０年９月，内閣府からライフイノベーション推進のた

めにゲノムコホート研究構想が公表され，２０１１年６月から

９月にかけて公募が行われた [１]．コホート研究は多数の
対象者を長期にわたり追跡し，生活習慣，臨床情報，検体

測定値や遺伝子多型などの違いによる疾病の発症状況を検

討するものである．人々のどのような生活習慣が，どのよ

うな体質と関連して疾病を引き起こしやすくなるのかを明

らかにすることは，疾病予防の観点から重要であることは

論をまたず，そのためには人を対象としたコホート研究が

必須である．

　コホート研究を実施するには，研究参加者の献身的な協

力と多くの人手，労力，費用が必要であり，適切な運営の

ためには今までに蓄積された知恵を整理・投入することが

重要である．また，新たなコホートを構築する際は，有益

な成果を得るために，先行するコホート研究と調和を取る

こと，既存のコホートでは達成できない新たな成果を得る

ためのゴールを設定することなどが望まれる．そこで，入

手可能ないくつかの情報源を用いて調べた現在実施されて

いる国内の地域住民対象コホート研究の大枠について報告

し，多施設共同のコホート研究の運営支援を通じて我々が

得た知見と併せて，今後新しいコホート研究を企画実施す

るに際して必要となる事項について考察を加えてみたい．
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Ⅱ．日本の地域住民対象中高齢者コホート研究
　　の現状

１．実施されているコホート研究の同定

　現在国内で地域の中高齢者を対象に実施されているコ

ホート研究を以下の媒体・方法を用いて抽出した．なお，

インターネットを利用した検索は２０１１年３月に行った．

（１） 第２１回日本疫学会学術総会（２０１１年）抄録集の一般演
題

（２） J-Stageを利用して検索（全文対象に“cohort”and
“profile”）されたJ Epidemiolに掲載されている論文
（３） PubMedに て 【“Japan” and (“cohort studies”[MeSH] 
or “Prospective Studies”[MeSH]) and “research design” 
[MeSH] not (“clinical trials”[MeSH] or “Randomized 
Controlled  Trial”[Publication  Type]  or  “Review” 
[Publication Type] or “Patient Selection”[MeSH]) limits: 
only items with abstracts, Humans, English, Japanese, 
Middle Aged + Aged: 45+ years】の検索式で論文を検索
（４） 国内で実施されているコホートを複数集めた共同研究
のHP
（５） 著者らの知識による補完（大学等研究機関のHP検索
による確認）

　これらの情報からコホートを抽出したのち，関連する論

文ならびにHPを調べ，必要な情報を入手した．ただし，
HP等に記載がないなど詳細が一部不明な場合は空欄のま
まとした．

　その結果，（１）では口演６６，ポスター１９９の一般演題

のうち，８６演題がコホート研究に関連したもの（ただし，

そのうち２４演題は横断的な解析結果）であった．共同研究

ならびに同一のコホートから報告された５２演題，コホート

を用いたとの記載があるだけで詳細不明な１演題を除き，

３３コホート研究を選択した．（２）では３３論文が検索され

たが，そのうち子ども対象，職域対象，国外対象の研究，

横断調査など１２論文および同一コホートからの報告を除外

したところ，８論文１０コホート（１論文では複数のコホー

ト研究の結果を用いた解析を行っていた）が残った．（３）

の検索により１０２の論文が抽出されたが，タイトル・抄録

から日本における地域中高齢住民を対象としたコホート研

究を取り扱ったものは３研究と考えられた．ここまでで得

られた実コホート数は３９（うち２つは複数のコホートを統

合した研究）であった．さらに（４）で，JALS，EPOCH 
Study，CIRCS Study，津金班，祖父江班，J-MICC Study
を対象としてHPより情報を得，３７のコホートを追加した．
（５）により，１９コホート研究を加えた．この中には，既

に抽出したコホート研究を実施する機関が実施している別

コホート研究等，著者らがコホート研究に関する情報を

HP検索中に発見したもので条件に該当するものも含まれ
ている．情報を整理し，対象者が健診施設の受診者など多

地域にわたり調査対象地区が限定されていないものや詳細

が全く不明なものを削除，さらに同一機関による同一地区

対象の研究は報告により開始時点が異なっても同じ研究と

みなすことにより，最終的に８２のコホートが得られた．こ

れら８２コホートをゲノム試料収集の有無で分類し，表１と

２に記載した．

２．実施されているコホート研究の特徴

　表１に示すように，ゲノム解析を予定するゲノムコホー

ト研究は我々の調べた範囲で２８あり，その多くは１９９０年代

後半から開始されている．各研究は２００～２００００人規模であ

るが，多くは数千人規模である．北海道を除いて全国が網

羅されている．拠点機関は国公立大学法人や公的な研究所

などが主であり，私立大学が実施しているものは近畿大学

と自治医科大学によるものに限られる．多くの研究は，が

んあるいは循環器疾患をメインの目的疾患としており，死

亡のみならず罹患も把握することを目指している．その他，

骨関係を中心課題とするゲノムコホート研究が２つ，老化

をターゲットとするものが１つある．またベースライン調
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表１　国内のゲノムコホート研究（地域中高齢者対象）

備考
（生活習慣病の発生・死
亡以外を目的疾患に含
むもの，調査票・健診等
の結果・生体試料収集以
外の要因を含むもの，
など）

共
同
研
究
参
画

対象（
リ
ク
ル
ー
ト
継
続

中
）

開始拠点

参
考
文
献

名称 （予定）
人数募集方法年齢地域

対象：原爆被爆者＋非被
爆者

E, L２３０００１９５０年国勢調査
から抽出（LSSの
一部）

規定なし広島・長崎１９５０（ゲノム
１９８１年）

放射線影響研
究所

２放射線影響研究所成人
健康調査コホート
（AHS）

１

６４８５/１３２９無作為抽出（→
国立循環器病セ
ンター基本健診
受診）

３０-７９歳地域住民１９８９/１９９６-７循環器病セン
ター

吹田研究２

要因：家庭血圧などL,E５０００詳細不明４０歳以上岩手県大迫町１９８６（ゲノム
１９９４）

東北大学大迫研究３

目的疾患：骨粗鬆症４５５０無作為抽出１５-７９歳
（女性）

全国７市町村１９９６近畿大学３JPOS (the prospective 
Japanese Population-
Based Osteoporosis) 
Cohort Study

４
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目的：老化，要因：認
知機能，２年毎再調査
（現在第７次）

２４００無作為抽出４０-７９歳愛 知 県 大 府
市・東浦町

１９９７長寿医療セン
ター

NILS-LSA（老化に関す
る長期縦断疫学研究
（National Institute for 

Longevity Sciences - 
Longitudinal Study of 
Aging））

５

要因：認知機能L２００住民健診５０歳以上愛媛県今治市
（旧開前村）

１９９９愛媛大学４関 前 村 コ ホ ー ト
（Shimanami Health 

Promoting Program 
（J-SHIPP） study）

６

２３９５集団健診平均
男５８.４歳，
女５６.２歳

滋賀県信楽町１９９９滋賀医大５信楽研究７

要因：身体活動度５０００対象地区全住民６５歳以上群馬県中之条
町

２０００東京都健康長
寿 医 療 セ ン
ター

中之条研究８

３１２３循環器健診４０歳以上福岡県久山町２００２九州大学６久山町研究（第４集
団）

９

M,L６１００基本健診１８歳以上滋賀県高島市２００２滋賀医科大学高島研究１０

３３０７住民健診４０歳以上山形県高畠町２００４山形大学地域特性を生かした分
子疫学研究（高畠研
究）─げんき健診

１１

M,L４５００住民健診詳細不明福 岡 県 糟 屋
町・星野村，
長崎県壱岐市，
沖縄県石垣市

２００４九州大学病院７KOPS （Kyushu 
Okinawa Population 
Study）

１２

M１２６２８対象地区全住民５０-７４歳福岡県福岡市
東区

２００５九州大学福岡市東区コホート研
究

１３

要因：X線写真，目的：
骨関節疾患

３０４０詳細不明詳細不明東京都板橋区，
和歌山県日高
川町，和歌山
県太地町

２００５東京大学Research on 
Osteoarthritis Against 
Disability（ROAD）プ
ロジェクト（一部）

１４

M１２０００対象地区全住民３５-６９歳佐賀県佐賀市２００５佐賀医科大学８（J-MICC Study）佐 賀
フィールド

１５

M５０００健康診査３５-６９歳鹿児島県離島
地域

２００５鹿児島大学８（J-MICC Study）あ ま
みの生活習慣病予防と
長寿に関する研究

１６

M１００００愛知県がんセン
ター中央病院初
診患者

３５-６９歳愛知県○２００５愛知県がんセ
ンター

８（J-MICC Study）愛 知
県がんセンター

１７

M６０００対象地区全住民３５-６９歳千葉県印西市，
柏市，我孫子
市

○２００６千葉県がんセ
ンター

８（J-MICC Study）千 葉
地区

１８

M５０００聖隷予防検診セ
ンター人間ドッ
ク

３５-６９歳静岡県中西部２００６名古屋大学８（J-MICC Study）静 岡
フィールド

１９

要因：認知機能４０００詳細不明詳細不明島根県雲南市
（掛 合 町，三
刀屋町，加茂
町，大東町），
出雲市（佐田
町），隠 岐 の
島町，邑南町

○２００６島根大学疾病予知予防研究拠点
（COHRE）

２０

１００００対象地区全住民３０-７４歳滋賀県長浜市２００７京都大学ながはま０次予防コ
ホート事業

２１

M６０００岡崎市医師会公
衆衛生センター
人間ドック受診
者

３５-６９歳愛知県岡崎市○２００７名古屋市立大
学

８（J-MICC Study）岡 崎
研究

２２

M５０００人間ドック，京
都府内企業健診

３５-６９歳京都府○２００７京都府立医科
大学

８（J-MICC Study）京 都
フィールド１,２

２３

M５０００対象地区全住民３５-６９歳愛知県名古屋
市

２００８名古屋大学８（J-MICC Study）大 幸
研究

２４

M５０００徳島県総合健診セ
ンター人間ドック

３５-６９歳徳島県○２００８徳島大学８（J-MICC Study）徳 島
地区

２５

２００００特定健診４０-７４歳山形県山形，
上山，天童

○２０１０山形大学山形分子疫学コホート
研究

２６

１００００詳細不明詳細不明全国市町村○２０１０自治医科大学JMSIIコホート研究２７

M５０００社会保険桜ケ丘総
合病院健康管理セ
ンター受診者

３５-６９歳静岡県桜ケ丘
地区

○２０１１静岡県立大学（J-MICC Study）静
岡・桜ケ丘地区

２８

M； J-MICC, L； JALS, E； EPOCH-JAPAN
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表２　国内のゲノムを扱わないコホート研究（地域中高齢者対象）

備考
（生活習慣病の発生・
死亡以外を目的疾患
に含むもの，調査票・
健診等の結果・生体
試料収集以外の要因
を含むもの，など）

共
同
研
究
参
画

対象
（
追
跡
終
了
）

開始拠点

参
考
文
献

名称
人数募集方法年齢地域

対象：原爆被爆者＋非
被爆者

E, L１２００００１９５０年国勢調査から
抽出

規定なし広島・長崎１９５０放射線影響研究
所

寿命調査LSS（被爆者コ
ホート）

１

E１６１８/
２０３８/
２６３７  

循環器健診４０歳以上福岡県久山町１９６１/
１９７４/
１９８８

九州大学６久山町研究２

C詳細不明詳細不明４０-６９歳秋田県本荘市（現・
由利本荘市）石沢
地区

○１９６３大阪府立健康科
学センター

石沢（秋田）３

L,C９５４９詳細不明４０-６９歳秋田県井川町１９６３大阪府立健康科
学センター

９井川町研究（秋田）４

L,C２６７１詳細不明４０-７９歳大阪府八尾市１９６３大阪府立健康科
学センター

９八尾市南高安地区コ
ホート研究（大阪）

５

C詳細不明詳細不明詳細不明高知県野市町（現・
香南市野市地区） 

○１９６９大阪府立健康科
学センター

野市（高知）６

２６５１集団検診４０歳以上新潟県新発田市１９７７（大阪市立大学）１０新発田研究７

L,E２０００住民健診４０-６４歳北海道端野町・壮瞥
町

１９７７-
７８

札幌医科大学１１端野・壮瞥町研究８

目的：糖尿病７９４８対象地区全住民（３
年*４期）

３５歳以上山形県舟形町１９７９山形大学Funagata Diabetes 
Study

９

目的：カドミウム汚染
影響

９５７８改定環境庁方式住民
健康調査

５０歳以上富山県１９７９-
８４

カドミウム汚染
地域住民健康影
響調査検討会

カドミウム汚染地域住
民健康影響調査

１０

E１００００第３次循環器疾患基
礎調査（１９８０年）対
象者

３０歳以上全国１９８０滋賀医科大学NIPPON DATA８０１１

L,C詳細不明健康診査４０歳以上茨城県協和町１９８１大阪大学筑西市協和地区研究
（茨城）

１２

３, S４３８９８対象地区全住民４０歳以上大阪府IZ市，３町○１９８３-
８５

大阪府立成人病
センター

１２３府県/大阪１３

３, S３１３４５対象地区全住民４０歳以上宮城県内３市町○１９８４東北大学１２３府県/宮城１４

３, S３３５２９対象地区全住民４０歳以上愛知県N市，I市○１９８５愛知県がんセン
ター

１２３府県/愛知１５

全国２４施設で実施T,S,E１１０７９２住民健診など４０-７９歳全国４５地区１９８８-
９０

愛知医科大学１３JACC Study１６

T,S５０２４５対象地区居住者全員
呼びかけ/大都市コ
ホートは節目検診

４０-５９歳岩手県二戸保健所管
内，秋田県横手保健
所管内，長野県佐久
保健所管内，沖縄県
石川（現・中部）保
健所管内，東京都葛
飾区保健所管内

１９９０国立がん研究セ
ンター

１４多目的コホート研究
（JPHCコホートI）

１７

T４７,６０５対象地区全住民４０-６４歳宮城県内１４町村１９９０東北大学１５宮城県コホート研究１８

L１０９５詳細不明４０-７９歳日高川町（旧川辺村，
旧中津村，旧美山村）

１９９０岩手医大・和歌
山県立医大

日高川町研究（和歌
山）

１９

L１７７４対象地区全住民６５歳以上高知県香北町１９９０高知大学１６香北町研究（香北町健
康長寿計画　高知）

２０

E８０００第４次循環器疾患基
礎調査（１９９０年）対
象者

３０歳以上全国１９９０滋賀医科大学NIPPON DATA９０２１

目的：QOL１０４８対象地区全住民６５歳以上小金井市，秋田県
南外村

１９９１,９２東京都健康長寿
医療センター研
究所

TMIG-LISA（中年から
の老化予防・総合的長
期追跡研究）

２２

T３４０００対象地区全住民３５歳以上岐阜県高山市１９９２岐阜大学１７高山スタディー２３

１２４９０住民健診１９-９３歳農村地域９県１２地区１９９２自治医科大学JMSコホート研究２４

T,S６３２１６対象地区居住者全員
呼びかけ/大都市コ
ホートは検診受診者
から抽出

４０-６９歳茨城県水戸保健所
管内，新潟県柏崎
保健所管内，高知
県中央東保健所管
内，長崎県上五島
保健所管内，沖縄
県宮古保健所管内，
大阪府吹田保健所
管内

１９９３国立がん研究セ
ンター

１４多目的コホート研究
（JPHCコホートII）

２５

１００００対象地区全住民４０-６９歳群馬県一市一村１９９３群馬大学こもいせ研究２６

目的：骨粗鬆症４００無作為抽出４０-７９歳和歌山県太地町１９９３和歌山県立医大１８Taiji Study２７
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目的：入院日数，医療
費

５２０２９国民健康保険（国
保）加入者

４０-７９歳大崎保健所管轄区
域

１９９４東北大学１９大崎国保コホート研究２８

E９６０００茨城県総合健診協会
にて委託実施した基
本健康診査

４０-７９歳茨木県内３８市町村１９９４茨城県立健康プ
ラザ

健診受診者生命予後追
跡調査（茨城）

２９

目的：介護保険３０７３健康診査６５歳名古屋市近郊市１９９６名古屋大学２０NISSIN project３０

３４３８岐 阜 市 医 学 協 会
（Gifu City Medical 

Association）の検診

６５歳以上岐阜県○１９９９岐阜大学２１詳細不明３１

目的：IADL，高次機能９７２詳細不明６０歳Y市２０００-
０５

愛媛大学総合健
康センター

詳細不明３２

目的：介護保険１５８０基本健康診査６５歳以上津南町，開川町２００１新潟大学詳細不明３３

目的：老年症候群，運
動機能

２２００健康診査７０歳以上東京都板橋地区２００１,０２東京都健康長寿
医療センター研
究所，東京都高
齢者研究・福祉
財団東京都高齢
者研究・福祉財
団 

東京都板橋区在宅高齢
者コホート（お達者健
診）

３４

目的：認知機能３５０介護予防検診７０歳以上群馬県草津町２００１,０３東京都健康長寿
医療センター研
究所，東京都高
齢者研究・福祉
財団

草津コホート（群馬）３５

目的：医療費L１１７９総合機能評価（寝た
きり予防健診）

７０歳以上仙台市宮城野区
鶴ヶ谷地区

２００２,０３東北大学鶴ケ谷プロジェクト３６

L詳細不明詳細不明詳細不明秋田県６地域２００２秋田県立脳血管
研究センター

秋田県６地域３７

L２０００詳細不明詳細不明岩手県東山町２００２岩手医大東山心臓血管コホ－ト
研究（岩手）

３８

L８４６２基本健診，佐渡総合
病院人間ドック

詳細不明佐渡島全１０市町村２００２-
０３

佐渡総合病院佐渡コホート（新潟）３９

L２６４６９基本健康診査４０-６４歳岩手県宮古・久慈・
二戸

２００２-
０５

岩手医大岩手県北地域コホート
研究

４０

目的：介護保険，骨折L６５０５対象地区全住民４０歳以上千葉県鴨川市（旧
天津小湊町，旧鴨
川市）

２００３横浜市立大学千葉鴨川コホート（お
たっしゃ調査　千葉）

４１

目的：介護保険・閉じ
こもり

L１５４４基本健康診査６５歳以上新潟県与板町２００３東京都健康長寿
医療センター研
究所（東京都老
人総合研究所）

与板コホート（新潟）４２

目的：介護保険６３１２対象地区全住民３０歳以上福島県耶麻郡西会
津町

２００３東北大学西会津コホート研究 ４３

目的：介護保険１３３１０詳細不明６５歳以上愛知県知多半島６
自治体

２００３日本福祉大学The  AGES  (Aichi 
Gerontological Evalua-
tion  Study)  2003 
Cohort Study in Aichi

４４

目的：医療費詳細不明国保加入者６０-７９歳北海道南幌町２００３札幌医大詳細不明４５

１０７３住民健診詳細不明静岡県三ケ日町２００３，
０５

果樹研究所，浜
松医科大学

三ケ日町研究４６

目的：介護保険６００要介護度３未満６５歳以上山梨県K市２００５山梨大学２２YHALE４７

目的：介護保険４９８５５対象地区全住民４０歳以上宮城県大崎市２００６東北大学２３大崎市民コホート研究 ４８

目的：健康関連QOL３５５０（独歩可能者）６５歳以上奈良県北部２００７-
１２

奈良県立医大２４藤原京スタディ（高齢
者のQuality of Lifeと住
居環境に関するコホー
ト研究）男性骨粗鬆症
コホート研究

４９

要因：社会的孤立２５０７介護予防スクリーニ
ング調査＋独居世帯
調査

６５歳以上和光市２００８東京都健康長寿
医療センター研
究所

２５詳細不明５０

目的：抑うつ９４４詳細不明６５-８９歳秋田県A町２００８秋田大学詳細不明５１

詳細不明国民健康・栄養調査
（２０１０年）対象者

２０歳以上全国３００地区２０１０滋賀医科大学NIPPON DATA２０１０５２

L１５３８詳細不明詳細不明佐賀県有田町詳 細
不明

国立循環器病セ
ンター

２６有田町（佐賀）５３

L６０００住民健診詳細不明熊本県詳 細
不明

熊本大学熊本地域コホート５４

３； 三府県コホート（環境省）, T； 津金班, S；祖父江班, L； JALS, E； EPOCH-JAPAN, C； CIRCS



査では，いずれのコホート研究でも質問票，健診結果，生

体試料が収集されているが，それ以外では，研究の目的に

応じて，認知機能，詳細な身体活動度，家庭血圧，関節の

X線写真などが集められている．各対象者のゲノム情報解
析結果については，研究的な探索であること，収集から解

析まで期間があること，そもそもゲノム自体は変えられな

いことなどから，多くの研究では開示しない方針で対象者

から研究参加の同意を得ている．また，全ゲノム関連解析

も迅速かつ経済的に行われるようになりつつあるが，全ゲ

ノム関連解析まで念頭に置いた説明となっている研究はま

だ少ない．なお，研究終了後の情報・生体試料等の取り扱

いについて開始時から規定している研究はない．

　ゲノム試料を用いないコホート研究は５４がリストアップ

された（表２）．原爆被爆者を対象として１９５０年に開始さ

れた放射線影響研究所のコホート研究に次いで，１９６０年代

には循環器疾患を対象とするコホート研究が開始され年々

増える傾向であった（１９６０年代５コホート，１９７０年代４コ

ホート，１９８０年代６コホート，１９９０年代１５コホート，２０００

年代２１コホート）．高齢者を対象としたコホート研究は，

１９９０年に香北町研究，１９９１年にTMIG-LISAが開始され，
２０００年代に入ってやや増加している印象がある．これら高

齢者対象の研究では，QOLや運動機能，介護保険認定等
高齢者で特に問題となる項目を追跡情報として設定してい

るものが多い．また，医療費を追跡項目とするコホート研

究は３つあった．対象者のリクルート手段としては健診を

用いた研究が多いが，対象地区で対象年齢に該当する全住

民を対象とするものも１４あった．２２コホートは対象が５０００

人未満（久山町研究では期ごとの対象数としている），

５０００-１００００人対象は８コホート，１００００-４９９９９人以上は１１コ
ホート，５００００人以上は６コホート，対象数不明が７コ

ホートであった．５００００人以上のもののうち，放射線影響

研究所は原爆被爆者を対象とするという特別の使命を持っ

た研究，JACC Studyは４５地区でそれぞれリクルート・追跡
を行う寄り合い所帯型の研究，多目的コホート研究

（JPHC）Ⅰ，Ⅱは国立がんセンターを主機関とし対象者の
リクルートは保健所が行った研究，茨城県の健診受診者生

命予後追跡調査は同一の健診機関を用いて実施されている

県内の基本健康診査をベースにした研究であり，一施設が

単独で行っているものは厳密には東北大学の大崎国保コ

ホート研究のみといえよう．共同研究は１コホートではパ

ワーが小さい等の事情により，特別の目的をもって，既存

のコホート研究を後から複数集める形で実施されているも

のが多い．そのため，比較的早期に始まった研究が参画し

て い る 共 同 研 究 が 多 い．た だ し，JALS（Japan 
Arteriosclerosis Longitudinal Study）は０次統合研究（既
存コホートを緩やかな標準化により統合して解析）と統合

研究（これから前向きに実施するコホート研究の統合）の

両者を含むため，２０００年以降に開始された研究も含まれて

いる．

Ⅲ．新たにコホート研究を行うにあたって検討
　　すべき重要事項

１．研究の目的と内容

　コホート研究では，開始時（あるいは追跡の期間中で目

的とする疾病等の発生以前）に収集した要因が目的とする

疾病等の発生・死亡等に関連するかどうかを検討する．研

究者はそれぞれの関心・アイディアで，対象集団を決め，

開始時に収集する項目を設定する．今までの中高年を対象

としたコホート研究は，住民健診をベースに生活習慣病，

特にがん，循環器疾患の罹患や死亡を把握するものが多い．

これらは対象とする中高年者における罹患数が多く，生活

習慣との関連が大きい疾病領域であり，興味をもつ研究者

数も必然的に多いことから，当然といえよう．しかし，近

年では，高齢者の要介護状態への移行や骨粗しょう症など

を把握するものがでてきている．今後ますます高齢者が増

加することから，認知症をはじめ，増加が予想される疾病

領域を俯瞰した上で研究対象と目的疾患を定め，その把握

方法を検討することが重要となる．一方で，今までほとん

ど国内では実施されていない，次世代への影響も視野に入

れた継代型コホートの構築を検討することなども必要と思

われる．

　どのような要因を収集し，何を目的疾患とするかに研究

者の独自性があり，研究の対象や規模もそれに応じて異

なってくる．研究者が運営する研究である以上，それぞれ

のユニークなアイディアがつぎ込まれるのは当然である．

しかし，新たなコホート研究を企画する際には，これまで

の実施状況を把握し，既存コホートやそれらの集合体から

では得られない知見の獲得をゴールに据えることも今後の

課題の一つといえよう．

２．コホート研究間の調和，連携

　これまでのところ，国内のコホート研究の規模は大きい

もので１０万人程度である．しかし，目的とする疾患にもよ

るが，１０万人を１０年以上観察した場合でも，稀な生活習慣

要因の関与や複数要因が組み合わさった影響の程度，発生

率の低い疾患に関する検討，喫煙女性などサブグループで

の解析は難しい．一方で，対象者への説明や適切に試料等

を収集・管理する労力，対象とする地域に居住する対象者

数等を考えると，１施設のみで数万人以上の規模のコホー

トを構築することは容易ではない．そのため現在，がん分

野では津金班 [２６]，循環器疾患分野ではEPOCH-JAPAN 
[２７]，国 際 研 究 で も そ れ ぞ れACC（Asia Cohort 
Consortium）[２８]，APCSC（Asia Pacific Cohort Studies 
Collaboration）[２９]などの共同研究が実施され，複数のコ
ホートを合わせることにより対象者総数を増やして結果を

公表している．しかし，各コホート研究で用いられている

質問票はそれぞれが独自に作成されているために，例えば

喫煙習慣一つをとっても，データ統合には困難が伴う．ま

た，異なる方法で収集・保管され，したがって標準化され
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ていない生体試料の測定結果を一元的に取り扱うことは容

易ではない．さらに，研究に提供される試料の使用目的，

使用や提供の範囲，使用期限，二次利用など，試料等に付

された対象者の同意の範囲や条件も，一様ではない．その

ため，比較的最近開始されたJ-MICC Studyでは全体で対象
者を１０万人とすることを目標に，当初から共通化された質

問票とプロトコールを用いて１０施設が協力して資料・試料

を収集しているし，JALS統合研究でも調査方法を標準化
し，３３コホート，計約１２万人を追跡する統合コホートを設

定している．このように，新たなコホート研究を企画する

場合には，何らかの形で他のコホート研究と資料・試料を

将来的に統合できる仕組みをあらかじめ構築しておくこと

が望ましい．さらに，長期にわたる追跡中には，必要とな

る情報の種類等が変化したり，試料等の新たな分析方法が

開発されたりすることも十分に考えられる．そのため，研

究の開始時以降に様々に生じ得る空間的な広がり（共同研

究への発展・拡張）と時間的な広がり（技術等の長期的変

化・展開）に対して適時にかつ適確に応え得るように，質

問票の内容，試料等の採取・保管管理方法，開始時点に取

得する対象者の同意の範囲と条件について，あらかじめ十

分に検討しておく必要がある．

３．ゲノムコホート研究の意義

　ゲノム情報は，疾病発生に関連する個々人の体質の基盤

的な情報として用いることができる．また，現在実施され

ているゲノムコホート研究ではゲノム以外の生体試料も保

管されており，バイオマーカー等の解析も予定されている．

ゲノムコホート研究では，生活習慣，環境要因にそれらの

情報を追加することにより，目的とする疾患発生に対する

ゲノム・体質と環境・生活要因の相互作用の検討，ならび

に従来の疫学研究では難しかった疾患メカニズムの解明に

迫ることが期待される．一方，ゲノム情報は，不変である

ことから，単にその結果だけを通知して疾病予防・健康増

進に寄与できるような情報ではない．また，血縁者と共有

すること，疾病の予見につながりうることなどから，取り

扱いにも十分な注意が必要であり，研究的に探索した結果

を安易に返却することは適切ではない．ゲノムコホート研

究では，遺伝子型，あるいはその組み合わせに応じて発生

リスクを低減するような生活習慣・環境要因など疾患予防

方法の提案までも含めた研究成果が望まれる．

Ⅳ．新たなコホート研究構築に向けての提言

　現在実施されているコホート研究の実態を踏まえ，新た

なコホート研究の企画に向けての提言を表３にまとめた．

１．グランドデザインを検討するためのプラットフォーム

の構築

　研究参加者に負担をかけること，資源が限られているこ

と，多くの人手，労力，費用を要すること等を考えれば，

新たなコホート研究を企画する際には，既存のコホート研

究では達成できない成果が得られる蓋然性が求められてし

かるべきである．また，資源が，現在問題となっている，

または近い将来問題になると予測される領域に重点的に配

分される傾向があるのは当然であるが，少し遠い将来の人

口構成や疾病構造を念頭にそこから生じうる問題の解決に

つながる研究に着手することも必要である．このような将

来予測に基づく研究領域の設定，資源の配分等は，研究者

個人の努力だけでは実施できず，専門家が集まってグラン

ドデザインを描く必要がある．そのためには，専門家集団

が対等に様々な視点から検討するためのプラットフォーム

が必要となる．この作業は，研究者個人や一研究機関，一

省庁等の利益から離れて行われなくてはならないことから，

プラットフォームの構築はたとえば学会や研究機関が協同

するコンソーシアム等が担うのが適切であろう．

２．外部データの適切な利用

　現在実施されている多くのコホート研究では，対象者の

生死に加え目的とする疾患への罹患情報を含む様々な情報

を収集している．がん，循環器疾患については登録事業が

整備されている地域もあるが，対象者からの自己申告をも

とに病院で出張採録を行い情報を収集している研究もある．

他方，病気に関する情報は医療機関に，追跡期間中の健診

情報は健診機関に，介護に関する情報は行政機関に，と，

コホート研究で必要とされる情報は分散して蓄積されてい

く．このような外部機関に蓄積されていく情報を適切かつ

スムーズに利用できれば，追跡の漏れや入力ミス等の回避

が可能となる（ただし，現状では蓄積されている情報は必

ずしも標準化等がされているわけではないので使用にあ

たって十分な吟味が必要であるとともに，今後は研究利用

も念頭に置いた標準化を進めることが重要であろう）．精

度の高い情報が得られて初めて精度の高い研究が実施でき

る．現在，医療機関にある診療情報等の利用のハードルは

低くはない．新たなコホート研究の実施にあたっては，個

人情報保護のための仕組みを整備し，適切な手続きの下，

診療情報等を研究に利用可能にする制度の構築が重要とな

ろう．そのためには，診療情報等の利用に際して，事前に

対象者に十分な説明を行い理解を求めること，必要であれ

ばあらかじめ利用に関する同意を得ておくこと，また秘密

保持や知的財産権等の分配についても網羅した契約を医療

機関等と結ぶことが必要である．
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表３　新たなコホート研究構築に向けての提言

グランドデザインを検討するためのプラットフォームを構築す
ること１

外部データを適切に利用できる体制を作ること２

研究に関わる人材を育成しキャリアパスを構築すること３

社会への説明責任を果たすこと４

技術，医療，社会の変化に対応できるような研究体制を構築す
ること５

研究の終わり方に関する検討を早期より行うこと６



３．研究に関わる人材育成とキャリアパスの構築

　コホート研究を実施するためには，準備，実施の管理，

試料等の保管管理などさまざまな作業が，並行して，また

時系列的に発生する．そのため，マネージメントのための

事務局機能は非常に重要である．さらに，コホート研究の

規模が大型化する中では，大量の情報を管理するデータマ

ネージャーや直接対象者と関わるコーディネータなどの研

究スタッフも不可欠となる．しかし，これらスタッフの重

要性はようやく最近認識されたばかりであり，その養成シ

ステムは万全ではない．さらに，彼らの身分保証は十分で

はなく，キャリアアップの道も多くはない．また，その多

くが不安定な財源に基づく非常勤又は短期雇用であるため，

数年で職場を変わらなくてはならないこともある．その結

果，コホート研究の維持・運営に必要な技能にいくら熟練

しても，その能力と経験が継代的に十分に生かされないま

ま終わってしまう．こうした状況は，コストを費やして養

成した人的資源の浪費に他ならない．国際社会で競争する

ことが求められるこれからの時代の中にあって，日本で新

たなコホート研究を適切に運営していくためには，事務局

機能の充実および経験豊富で有能な人的資源の確保は不可

欠の要素である．したがって，事務局に関わるスタッフの

育成システム，その能力の適切な評価方策とキャリアパス

の安定した道筋を整備することは早急に求められる社会的

な課題である．

４．社会への説明責任

　新たに構築されるゲノムコホート研究 [１] では，ゲノム
レベルでの疾患リスクや疾患メカニズムの解明，治療法の

開発，さらには科学的根拠に基づいた予防法の開発を目指

すとされている．開始されれば，莫大な税金が投入され，

多くの国民の協力を得て行われる事業となろう．既存のコ

ホートに加えて，なぜ今，新たなゲノムコホート研究が必

要なのか，それらとの差異は何であるのか，即ち，別のど

のような具体的な成果が期待されるのか等について，十分

に検討し関係者の認識を一致させた上で，広く社会に提示

することが求められる．古い時代に開始されたコホート研

究では，説明や同意のあり方に関する認識が現在と異なっ

ていたこともあり，研究者コミュニティで成果が発表され

ることはあっても研究参加者や対象地域での広報・説明活

動が不十分な場合があった．新たな研究を企画する場合に

は，研究者側からの情報発信のみならず，必要に応じて対

象者となりうる集団の構成員を含めた社会一般の人々と研

究者が対話し，社会からのフィードバックを適切に研究計

画に反映できる仕組みを構築し，研究の透明性を確保する

よう努めたい．さらに，コホート研究から最大限の成果を

生み出す責任，という観点からは，単に当該研究の構築に

関わった研究者だけではなく，実験系，心理系，人文・社

会学系など幅広く様々な分野の研究者や臨床医が専門的・

独創的な視点で研究に携われるような仕組みを構築するこ

とも重要であろう．

５．変化に対応した研究再構築体制の整備

　先に述べたように，他のコホート研究と将来的に統合で

きる仕組みをあらかじめ構築しておくことは重要である．

しかし，研究途中では，開始時点で予想もできなかった変

化も起こりうる．そのため，科学・医療が進展するという

こと自体をあらかじめ考慮して，変化に対応できるような

体制を整えておくことも必要である．最近のゲノム研究技

術の進歩は著しく，同時にそれを支える情報学・情報技術

の進展も目覚ましい．パーソナル・ゲノムはもちろんのこ

と，現時点では思いもつかない研究テーマが将来生じるで

あろうし，クラウド・ストレージの活用や震災等の大災害

に備えたバックアップの用意といった緊急時の対応策も含

めて，試料や情報の管理保管方法も大きく変わっていくも

のと考えられる．したがって，研究の開始時以降に生じう

る様々な長期的変化・展開に対応して研究を進められるよ

うに，必要に応じて研究の枠組みそのものを変えていくた

めの手続きや，それに伴う社会倫理的な問題点を抽出・検

討し，対策を提案できるようなELSI（倫理的・法的・社会
的問題）グループの設置等，当初から変化に対応すること

を意識して体制を構築することが望まれる．これらの施策

は，社会への説明責任を果たす，また研究の有効性を高め

るという科学研究に求められる課題を果たすことであり，

コホート研究のように社会の理解がなければ実施できない

研究形態では特に重要である．

６．終わり方に関する検討

　今まで国内で実施されてきたコホート研究の中には追跡

が終了したものもある．しかし，未だ研究を企画開始した

各研究者による解析が完了していないためか，そうした試

料・情報が何らかの手続きを経て公的に利用可能な形で公

開されているという話は聞かない．研究費という税金を投

入して，多くの人々から様々な試料・情報が人手をかけて

収集され，追跡情報とリンクされている状況を考えると，

当該研究を企画した研究者たちによる解析だけで終わらせ

るのではなく，少なくとも研究が終了した後には，一定の

適切な手続きの下で多くの研究者がその試料・情報を利用

できるシステムを整備することが望まれる．その際，電子

化されたデータだけであれば保持保管にそれほどの費用が

かからないかもしれない．他方，研究で使用せず残った生

体試料を劣化させずに維持するにはそれなりの経費が必要

となるため，個々の研究実施機関だけで責任を負いきれな

いことが考えられる．最近，医療イノベーション実現のた

めのナショナルレベルのバイオバンク整備の必要性が指摘

されており [３０]，今後，コホート研究で収集した生体試
料の受け皿としても期待できよう．

　どのような方法が日本に馴染むのかを考えながら，研究

企画の時点から，あるいは対象者をリクルートする前から，

研究の収束方法とそれに合わせた説明同意内容を検討して

おくことが重要である．資料のアーカイブ化，試料等のバ

ンクへの寄贈など，それらを継代的に広く公共リソースと

して利用するための仕組みのあり方を検討しなくてはなら
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ない．こうしたコホート研究終了時を見据えた試料等の効

率的な活用を推進するための体制を構築し運営することは，

研究者個人や一研究施設機関のみでは困難であることから，

国全体として取り組むことが望まれる．

Ⅴ．おわりに

　人の健康に関する科学的なエビデンスを集積するために

は，疫学研究の積み重ねが不可欠である．公衆の利益に資

する成果が着実に得られるよう，また投入する資源の無駄

遣いとならないよう，新たにコホート研究を企画する際に

は，将来の疾病構造等を俯瞰してゴールを設定すること，

外部データを適切に利用できる体制を整えること，これま

でに蓄積された経験および人材を十分に活用すること，社

会への説明責任を果たすこと，既に行われている研究と調

和し整合するとともに変化に対応可能な実施体制を確保す

ること，収束の仕方についてあらかじめ検討することなど

が望まれる．そのためには，実際にコホート研究に携わる

研究者個人の努力だけではなく，研究者が自律した集団を

組織し個人や組織の利益から離れて研究の方向性を検討す

ること，研究機関，学会，国をはじめとするスポンサーが

協同して今後のコホート研究のあり方について社会に向け

て説明していくことが重要である．
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Appendix.　表中コホート研究参照URL
○ゲノムコホート研究（番号は表１による）

１．放射線影響研究所AHS：http://www.rerf.or.jp/program
　　s/outline/progahs.html
２．吹田研究：http://hospital.ncvc.go.jp/pub/prevent_screen

ing/index.html
３．大迫研究：http://www.cpt.med.tohoku.ac.jp/
５．NILS-LSA：http://www.ncgg.go.jp/department/ep/nil
　　slsa.html
６．関前村コホート：http://jals.gr.jp/cohort/c022.html
８．中之条研究：http://www.tmig.or.jp/J_TMIG/j_research
　　/DA21_2.html
９．久山町研究（第４集団）：http://www.envmed.med.kyu

shu-u.ac.jp/about/index.html
１０．高島研究：http://hs-web.shiga-med.ac.jp/study/takashi
　　ma/index.html
１１．高畠研究─げんき健診：http://gcoe.id.yamagata-

u.ac.jp/index.html
１２．KOPS：http://jals.gr.jp/cohort/c027.html
１３．福岡市東区コホート研究：http://www.med.kyushu-

u.ac.jp/phealth/kono.html
１４．ROADプロジェクト：http://www.h.u-tokyo.ac.jp/resear

ch/center22/contribute/kansetu.html
１５．（J-MICC Study）佐賀フィールド：http://www.prevent.

med.saga-u.ac.jp/jmiccsaga.html
１６．（J-MICC Study）あまみの生活習慣病予防と長寿に関

する研究：http://www.kufm.kagoshima-u.ac.jp/~island
　　s/
１７．（J-MICC Study）愛知県がんセンター：http://www.pre

f.aichi.jp/cancer-center/400/420/421/01/421-01-03.html
１８．（J-MICC Study）千葉地区：http://www.jmicc.com/
１９．（J-MICC Study）静岡フィールド：http://www.med.na

goya-u.ac.jp/yobo/jmicc_shizuoka/
２０．疾病予知予防研究拠点：http://www.proken.shimane-

u.ac.jp/yochi/findings/index.html
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２１．ながはま０次予防コホート事業：http://www.city.naga
hama.shiga.jp/index.cfm/9,3709,19,158,html

２２．（J-MICC Study）岡崎研究：http://www.jmicc.com/
２３．（J-MICC Study）京都フィールド１,２：http://www.jmic
　　c.com/
２４．（J-MICC Study）大幸研究：http://www.med.nagoya-

u.ac.jp/yobo/jmicc/
２５．（J-MICC Study）徳島地区：http://www.jmicc.com/
２６．山形分子疫学コホート研究：http://gcoe.id.yamagata-

u.ac.jp/jp/cohort/index.html
２７．JMSIIコホート研究：http://city.shimotsuke.lg.jp/ct/oth

er000010700/1008-16.pdf
２８．（J-MICC Study）静岡・桜ケ丘地区：http://www.jmicc.
　　com/
○ゲノムを含まないコホート研究（番号は表２による）

１．放射線影響研究所LSS：http://www.rerf.or.jp/programs
　　/outline/proglss.html
２．久 山 町 研 究：http://www.envmed.med.kyushu-

u.ac.jp/about/index.html
３．石沢：http://www.epi-c.jp/e014_1_0001.html
４．井川町研究：http://jals.gr.jp/cohort/c003.html
６．野市：http://www.epi-c.jp/e014_1_0001.html
７．新発田研究：http://www.epi-c.jp/e004_1_0001.html
８．端野・壮瞥町研究：http://www.epi-c.jp/e003_1_0001.
　　html
９．Funagata Diabetes Study：http://www.epi-c.jp/e008_1_
　　0001.html
１０．カドミウム汚染地域住民健康影響調査：http://www.en
　　v.go.jp/press/press.php?serial=11480
１１．NIPPON DATA80：http://hs-web.shiga-med.ac.jp/stud

y/NIPPONDATA/index.html
１２．筑西市協和地区研究：http://www.pbhel.med.osaka-

u.ac.jp/themes/home/kyowacho.html
１３．３府県/大阪：http://www.jacr.info/publicication/Pub/

m_10/10_symp_5.pdf
１４．３府県/宮城：http://www.pbhealth.med.tohoku.ac.jp/re

search/cohoto.html
１５．３府県/愛知：http://www.jacr.info/publicication/Pub/

m_10/10_symp_5.pdf
１６．JACC Study：http://www.aichi-med-u.ac.jp/jacc/index.
　　html
１７．JPHCコホートI：http://epi.ncc.go.jp/jphc/index.html
１８．宮城県コホート研究：http://www.pbhealth.med.tohoku.

ac.jp/research/miyagi.html

１９．日高川町研究：http://jals.gr.jp/cohort/c016.html
２０．香北町研究：http://jals.gr.jp/cohort/c023.html
２１．NIPPON DATA90：http://hs-web.shiga-med.ac.jp/stud

y/NIPPONDATA/index.html
２２．TMIG-LISA：http://www.tmig.or.jp/J_TMIG/books/ot

hers_pro/086.html
２３．高山スタディー：http://www1.gifu-u.ac.jp/~ph/resear
　　ch.html
２４．JMSコホート研究：http://www.jichi.ac.jp/usr/tiik/ken

kyu/jmscohort.htm
２５．JPHCコホートII：http://epi.ncc.go.jp/jphc/index.html
２６．こもいせ研究：http://www.ecohealth.info/resurch.html
２７．Taiji Study：http://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/020

100/wagaku/4hashi.htm
２８．大崎国保コホート研究：http://www.pbhealth.med.toho

ku.ac.jp/research/osakicohoto_sankasya.html
２９．健診受診者生命予後追跡調査：http://www.hsc-

i.jp/05_chousa/seimeiyogo_chousa.htm
３４．東京都板橋区在宅高齢者コホート：http://jals.gr.jp/co
　　hort/c010.html
３５．草津コホート：http://jals.gr.jp/cohort/c011.html
３６．鶴ケ谷プロジェクト：http://www.pbhealth.med.tohoku.

ac.jp/research/cohoto.html
３７．秋田県６地域：http://jals.gr.jp/cohort/c002.html
３８．東山心臓血管コホ－ト研究：http://jals.gr.jp/cohort/c
　　006.html
３９．佐渡コホート：http://jals.gr.jp/cohort/c012.html
４０．岩手県北地域コホート研究：http://jals.gr.jp/cohort/c
　　005.html
４１．千葉鴨川コホート：http://jals.gr.jp/cohort/c009.html
４２．与板コホート：http://jals.gr.jp/cohort/c013.html
４３．西会津コホート研究：http://www.pbhealth.med.tohok

u.ac.jp/research/cohoto.html
４４．The AGES 2003 Cohort Study in Aichi,：http://square.
　　umin.ac.jp/ages/member.html
４６．三ケ日町研究：http://www.v350f200.com/doko/kisote
　　ki2_m.html
４８．大崎市民コホート研究：http://www.pbhealth.med.toho

ku.ac.jp/research/osakicohotosimin_sankasya.html
５２．NIPPON DATA２０１０：http://hs-web.shiga-med.ac.jp/st

udy/NIPPONDATA2010/index.html
５３．有田町：http://jals.gr.jp/cohort/c025.html
５４．熊本地域コホート：http://jals.gr.jp/cohort/c026.html
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